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住宅火災保険普通保険約款について
鈴　木　　辰　紀
は　し　が　き
　去る昭和48年11月1日より新たにr住宅火災保険」というものが発売された。
これは従来，店舗，工場，倉庫などとともに普通火災の一環として火災保険普
通約款（以下r火災約款」と略称する）の適用をうけていた住宅物件につき，同物
件の損害率が近年とみに改善されたことから新設をみたものである。それゆえ
従来の普通火災と比べると，担保の内容も幾分契約者側に有利にできているほ
か，約款の個々の条項にも見るべき変更が施されている。そこで本稿では，こ
の住宅火災保険普通約款（以下r住宅約款」と略称する）を既存の火災保険普通約
款と対比←つつ，両老の差異と各条文の間題点などを指摘してみたいと考える。
　1－1住宅火災を従来の普通火災と比較しての最大の違いは，担保危険が
r火災のみ」からr火災，爆発（破裂），落雷」というように拡張されたこと
であ乱このように火災のほかにr爆発・落雷」の両危険を担保することは，わ
が国でもすでに住宅総合保険（以下r住総」と略称する），長期総合保険（以下r長
総」と略称する），さらには店舗総合保険（以下r店総」と略称する）などで実施
ずみのことであるとともに，ドイツなどでも住宅物件に関しては早くからこれ
ら両危険を火災保険で担保してきている。ω爆発や落雷と火災とが混在して発
生した場合の損害査定の困難さや，一般の住宅でのプロパソガスなどによる爆
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発事故の発生が決して稀れでない点および，住宅に・おげる爆発・破裂事故は工
場や倉庫などに比べ左程甚大な損害をもたらすものではたいことなどを考え合
わせれぱ，住宅火災が火災危険のほかに爆発・落雷の両危険を担保するとした
ことは，当をえた改正であったといえるだろう。
　1－2火災約款では，1条2項に独立して，「消防または避難に必要な処分に
因って保険の目的について生じた損害に対しても，当会杜は，これをてん補す
る」と規定されていたものを，住宅約款では1条1項中のカッコ内で同旨のこ
とを規定した。このような形式上の違いはあるが，これにより同項の解釈に本
質的な変更が加えられたものとは考えない。従来からこの種の「消防・避難に
因る損害」をてん補する旨の条項をめぐっては学説上争いがあった。すなわち
一は同項をもって保険者のてん補責任について，本来ならぼ火災保険者は火災
危険の直接損害のみをてん補すべきところ，それでは被保険老に酷な面もある
ので，特にこの消防とか避難のために保険の目的物について生じた損害につい
ては例外として保険老にてん補義務を認めたとする解釈と，｛到いま一つは，保
険老の責任は本来火災と相当因果関係があるかぎり，たとえ因果関係上は間接
の損害であっても保険者はこれをてん補すべきであるが，それでは保険老の責
任が過重になりすぎることを慮って，問接損害については特にr消防または避
難に因るものに隈る」というように，保険老の責任を制限したr制隈規定」だ
との解釈である。｛3〕わたくしは火災保険者の本来的な責任は，直接・問接を間
わず，担保危険と相当因果関係ある損害であるかぎり，これをてん補すべきも
のと考える。それゆえ，この消防または避難による損害をてん補する旨の約款
規定は，本来当然のことを注意的に規定したものにすぎないと解したい。つま
り同項は単なる注意規定だというのが筆者の考え方である。ωなお同旨の規定
は，わが商法666条にあるほカ㍉スイス保険契約法63条2項，フラソス陸上保険
法42条，ドイツ保険契約法83条1項2文にも見える。これらのうちスイスとフ
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ランスの規定は強行規定である。
　1－3住宅火災は1条2項でr残存物取片づけ費用」を担保することにして
いる。この種の費用利益の担保は，住総（1〕V）や長総（5）などにも見られる。
そしてこの残存物取片づげ費用の担保が，先の1－1で触れた担保危険の拡張
と並んで，住宅火災におげる契約者サービスの目玉といえそうである。この費
用は残存物の取片づげのため実際に支出されたけれぱてん補されない。この点
が住総や長総などで担保している臨時費用保険金とは取扱いを異にする（長総
2，住総1皿参照）。
　2－1住宅約款では，2条に早くも（保険金を支払わたい場合）という，い
わゆる免責条項を据えた。これは契約老側に保険者の責任の正確た範囲を周知
せしめる意味で大変結構な改変であったといえる。いずれにしてもこのような
契約者の利害に鋭く影響する事項は約款の冒頭近くにもってくるべきだし，で
きれば将来はフラソス法のように，㈲　この種の重要な約款規定は太字もしくは
朱書きにするなどして，契約老の注意が自然にそこに向けられるよう工夫する
ことが望ましい。
　この住宅約款2条は火災約款の5条にあたるわけであるが，以下のごとき変
更がなされている。
　2－2火災約款5条1項2号にある同一世帯の親族による事故招致の原則的
免責を廃止した。この火災約款の規定は，被保険者と同一世帯に属する親族，
例えぼ被保険老の配偶老や子供あるいは両親などが，被保険老に保険金を得さ
せる目的で保険の目的に放火した場合にも，保険者としては被保険者とかかる
放火者との間に何らかの通謀のあったことを立証しないかぎり，保険金の支払
を拒否するわげにはいかない。しかしそのような通謀または教唆のあったこと
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を証明することはなかなかに至難のことである。そこで保険著は火災約款で
は，かかる場合保険者は原則として保険金を支払わ淀いとし，ただL被保険
者の方で，その放火が被保険者に保険金をえさせるためのものではなく，まっ
たく他の動機（怨恨など）によるものであることを立証したときは例外として
保険金を支払うというように，立証責任の転換を図ったのである。しかるに住
宅火災ではこの規定を削除した。それゆえ事態は元にもどり，被保険者と同一
世帯に属する親族による放火の場合には，保険者の側で両者間に通謀のあった
ことを立証しないかぎりてん捕の責を免れえない。両者の通謀が立証されれ
ば，住宅約款2条1項1号により，被保険者自身の故意に因る事故招致として
保険者は免責される。
　2－3住宅約款2条1項3号は，r凍結による水道管または水管の破裂」を
免責としている。これは1条1項でr破裂または爆発」をもつことにしたこと
に伴う配慮で，冬期に一般の家庭でしばしば見られる，凍結による水道管たど
の破裂を免責としたのである。この種の事故は注意をすれぼ十分に防げるもの
であり，事故の頻発と，損害額の遇少のことから，一種小損害免責的な意味で
特に規定したものと捷察される。なお同種の規定は，同じく破裂を担保してい
る住総（2I③），長総（6I③）などにも見られる。
　2－4住宅約款は2条1項4号で，事故の際におげる保険の目的の紛失また
は盗難を免責としている。これと同旨の規定は火災約款5条1項3号にも存在
するほか，住総（2I⑥）や長総（6③）にも同旨の規定を見出す。この種の
損害を免責とすることの根拠は，盗難または紛失という危険は火災とは別種の
危険であるとの考えによるものと思われる。しかLながら盗難とならんで紛失
までも免責危険とすることには若干の低抗を感じる。というのは例えば避難の
ために保険の目的たる家財の一部を搬出し，その結果家は焼かれたが，搬出し
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た家財は焼失を免れたという場合に，これを整理Lてみたところ確かに持ち出
したはずの家財の一部が紛失していたとき，約款上は保険者にてん補責任はな
いことになる。また隣家まで追った火災に対し，避難のため家財の一部を搬出
Lたところ，幸い家は焼げずに残ったが，搬出Lた家財の一部が紛失Lたとい
う場合にも，約款上は保険者にてん補責任はない。つまりこれらの場合いずれ
も，いわゆる損害防止義務の履行として披保＝険者らの行った行為の不利益な結
果が総て被保険者に帰せられるのである。この点でわれわれの参考になるのは
フラソス陸上保険法の立場であろう。すなわち同法では，火災時の盗難につい
ては，保険老にr盗難に因るものであること」の立証責任を負わせるほか，紛
失を免責とすることを禁じているので（フラソス陸上保険法43条），㈹実際上立
証の至難な「盗難に因る」旨の証明に保険者が成功する場合を除き，保険老は
原則として紛失損害をてん補しなげれぼならないからである。わたくしも盗難
危険の免責はともかく，紛失危険までも免責とすることには疑間を抱く。フラ
ソス法にならって，保険者が盗難に因るものであることを立証できない総ての
物は，火災に因り滅失したものと推定する主義をとるべきだと考える。ωなお
スイス保険契約法63条2項，崎，ドイツ保険契約法83条1項3文，値〕オーストリア
保険契約法83条1項3文ωにも，フラソス陸上保険法43条と同趣旨の規定があ
り，そのうちフラソス法43条とスイス法63条は強行規定である。
　2－5火災約款では保険期間を定めた条項（21I）に存在する，いわゆる保
険料領収前の損害の不てん補を規定した条項が，住宅約款では免責規定たる2
条に挿入されている。同項の解釈をめぐっては，かつてrみまき荘事件」にお
いて種々に論じられ，特に保険料の不払を理由に保険老が保険契約を解除した
場合の既経過保険料の帰趨をめぐる問題がその中心議題であったわけである
が，その同項が住宅約款で免責条項に挿入されたのは重大な変更ということが
できるであろう（なお住総でも同じ変更がなされている）。というのは同項をめ
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ぐる種々の解釈のなかで，同項を一部の論者の主張するようにいわゆるr免責
条項」と解するには，火災約款の体裁，つまり同項が免責条項の中ではなく，
保険期問を定めた条項中に存在したことが不適切だと指摘されていたからであ
る。ωそれゆえ住宅約款が同項を免責条項たる2条中に規定したことは，同項
をして免責条項とする意向を具体的に示したものとも考えられるのである。し
かしながら，保険期間開始後かつ保険料の支払のない問に生じた損害について，
保険老が免責を主張するのはともかく，加えてその問の保険料をも「危険を負
担した」として取得する趣旨であるのなら，それは大いに疑問だといわざるを
えない。このことは「みまき荘事件」の判決胸でも指摘され，多くの学者も
賛同していることであるから，約款の規定の仕方の変更だけでは，ことの本質
を変えるわげにはいかないだろうと考える。つまり私見では，住宅約款にあっ
ても，保険料領収前の事故につき，保険者が2条2項を楯に免責と保険料請求
権の両者を入手することはできたいだろうと考えるのである。約款が同項のた
めにわざわざ第3項を設げ，1項と2項に規定した他の多くの免責事由と区別
した取扱いにしたのも，この点の配慮があったからだと推察される。
　3－1保険の目的の範囲を規定した住宅約款3条1項2号において，保険証
券に明記しなければ保険の目的に含まれないもの，つまりいわゆる「明記物件」
としてr自動車（自動三輸車および自動二輸車を含みます）」が追加された。
これは保険証券記載の建物または構内にある聞に被保険老の自動車が担保危険
たる火災，落雷，爆発などにより滅失・毅損した場合の損害をめぐる紛争を事
前に回避するための措置であるとともに，反対に保険証券に明記すれば住宅火
災で積極的にこの種の物件に生じた損害をてん補する意向を明らか1こしたもの
と受取られる（なお同旨の規定はすでに住総（3I②）にもある）。これは自
家用車の普及の結果新設された規定と解され孔なお火災約款には自動車につ
き何らかかる規定は存在しない。以上のほか3条（保険の目的の範囲）では火
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災約款で明記物件とされているrひな型，鋳型，木型」などが削除された。こ
れは一般の家庭では通常これらのものは存在しないためとのことである。
　3－2住宅約款3条3項において，家財を保険に付したときは，（1）被保険老
と生計を共にする親族の所有物で，（2）保険証券記載の建物に収容されているも
のは，反対の特約のない隈り，保険の目的に含まれることになった（同旨規定
≡住総3】V）。この点火災約款ではr同一世帯に属する親族」となっている。こ
れをr生計を共にする親族」に改めたわけである。この結果生計を共にすれば
同一世帯に属さなくてもよいこととなり，担保範囲はやや広がったといえる。
　4－1住宅約款の4条2項，3項でいわゆる80％c0－insurance　c1ause固が
導入された。
　これにより損害時に保険金額が保険価額の80％に達していれば・たとえ一部
保険でも比例てん補主義の適用はなく，保険金額を限度として損害額の全額が
支払われることとたる。この種の約款，すなわちわが国で「付保割合条件付き
実損てん補条項」といわれるものは，当初は特別の優良物件のみを対象に，ご
く限られた範囲で特約として売られてきたのであるが，幽打ち続く物価の高騰
と，それに伴う一部保険の頻発に対する対処策として住総（4皿，lV），長総
（7】I）にも挿入ずみであり，これが今回住宅火災にも導入されたわげである。
　4－2　4条4項にr残存物取片づげ費用」の算出方法が規定されている。そ
れによれば，住宅火災で担保する残存物取片づけ費用は，保険事故発生の結果
保険の目的たる建物および家財のそれぞれにつき支払うべきてん補金の額を基
礎に，（1）建物こついてはその3％を，また（2）家財についてはその1劣を支払う
こととしている。ただし1回の事故につき1構内30万円という隈度額がある。
故に例えぱ，住宅1，000万円，家財500万円という保険金額で契約していたもの
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が全焼したと仮定した場合，支払われる取片づけ費用は建物につき30万円，家
財につき5万円で，合計では35万円となるが，1事故1構内30万円という隈度
額により，30万円に抑えられるというわけである。
　4－3さらに4条5項で，固有のてん補額と上述の敢片づけ費用の合計が保
険金額を超遇した場合にも，取片づけ費用を支払う旨を明記した。これは建物
や家財と取片づけ費用とは被保険利益を異にするゆえ当然のことであるが，念
のため明記したものである。
　5　5条1項は他保険のある場合の支払保険金の額の算定方式を明らかにし
ている。それによると住宅火災では，重複契約の分担方法はもっぱら独立責任
額按分方式に一本化しれこれに対し火災約款では保険金額按分方式と独立責
任額按分方式の二本建てからたっている。なお5条2項に取片づけ費用につい
ての分担方式が規定されている。この取片づけ費用については他の住宅火災と
のみ分担し，住総とは分担Lないとのことである。
　6　住宅約款8条は危険増加通知義務を規定したものであるが，その内容は
火災約款とぽ大いに異なり，住総のそれ（8条）と軌を一にしている。すなわち
従来の普通火災では，保険者に通知し，かつ保険証券に承認の裏書請求を要す
べき事項として以下の6項目が掲げられている（火災約款8I）。すたわち，（1）
他保険の締結，（2）保険の目的の譲渡，（3）保険の目的叉は保険の目的を収容する
建物の構造変更，改築，増築，叉は引き続き15日以上にわたる修繕，（4）同じく
30目以上にわたる空屋もしくは無人，建物が工場のときは30日以上にわたる作
業の休止，（5）保険の目的の他への移転，ただし担保危険を避げるための移転は
5目間に隈り担保を継続，（6）その他危険が著しく増加すること，がそれであっ
た。
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　これに対し住宅火災では保険者に通知し，保険証券に承認の裏書を求める必
要のある事項は以下の3つに限定された。すなわち（1）保険の目的の譲渡，（2）保
険の目的である建物または保険の目的を収容する建物の構造または用途の変
更，（3）保険の目的の他への移転，ただし被保険危険を避けるための移転の場合
は5日問に限り担保を継続。
　これで分るとおり普通火災で通知・承認裏書請求事由とされていた，（1）他保
険の締結，（2）建物の改築，増築，15日以上にわたる修繕・（3）30目以上の空屋ま
たは無人，30日以上の作業休止，（4）その他危険が著しく増加すること，の4つ
が削られたのである。これは特に保険の素人である一般の住宅所有者を対象と
する住宅火災としては誠に当を得た措置であったと考える。というのは契約締
結時たら代理店などを通じていささかなりとも保険者との接触はあるが，以後
は毎年1回保険料を支払うにとどまる，いうならぼ極めて疎遠な関係にしかな
い契約老に対L，ことあることに保険者への通知や承認嚢書を求めることを義
務づけ，かつその違反に対してはまったく保険金を支払わないという厳しい制
裁をもって臨むこと自体，実際問題として極めて不当かつ苛酷な面をもってい
るからである。固それは恰度告知義務についてと同様，一般の素人には危険増
加通知義務なるものの存在さえ意識されていないのが実情で，ましてその違反
がこれ程重大な結果をもたらすものだとは夢思っていないと考えられるからで
ある。その意味で住宅火災が，危険増加通知事由を・（1）保険の目的の譲渡，㈹（2）
保険の目的たる建物の構造または用途変更，および（3）保険の目的の他への移転
の3項目に隈定したことは妥当であったと考える。なお説明書によると，（1）の
保険の目的の譲渡以外は，具体的に保険料の補正を要すべき事項とのことであ
る。ωさらに「他保険の締結」が通知事項から削除されながら，告知事項とL
ては依然存在する点がわれわれの興味をひく。胸普通火災にある「前各号のほ
か，危険が著しく増加すること」という包括文言の漢然たる規定が削除された
ことは大いによろしい。通知義務違反に対する制裁がオール・オワ・ナッシン
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グというような厳しい制裁である以上，通知・承認を求めるべき事項もおのず
から保険者の利害に重大な影響のある極めて限定された項目に隈られるのが自
然なことだと考える。
　7　住宅約款14条は，損害発生時の手続，つまり具体的には1項で「損害発
生の通知義務」と「説明義務」を，また3項で，これらの義務に違反した場合
の効果を規定している。
　まずr損害発生の通知」については，火災約款が通知はr書面」によること
を求めているのに対して，住宅約款では方式を任意とした。したがって電話に
よる通知でもよい。さらに損害の説明のために保険者に対し提出すべき書類に
ついても，「火災状況調書」の提出を省くなど，火災約款と比べた場合その簡
素化が目につく。
　住宅約款14条3項は，火災約款27条所定のr失権条項」と対比される規定で
あるが，同項は契約者らがr正当な理由がないのに第1項の規定に違反したと
き，または提出書類につき知っている事実を表示せずもしくは不実の表示をし
たときは，当会杜は，保険金を支払いません」としている。火災約款の場合に
は，手続を怠った被保険者にr失権」（d6ch6ance）の制裁が課せられるのに，
住宅約款ではこれをr免責」とした旨の解説が一部に見られるが，事故発生後
の上述のごとき義務違反に対しては，保険老の勝手でこれを「免責」としたり，
あるいはr失権」としたりはできないのであって，この場合はすでに保険事故
は発生し被保険者のてん補請求権は具体化した後のこと故，その制裁はあくま
でr失権」と解すべきものと考える。なおこの点の詳細については，拙稿r損
害保険契約における『失権』について」『損害保険研究』32巻1号p．73以下
を参照されたい。上述の住宅約款14条と同旨の規定は，住総約款19条1，4項
にも見出される。
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　8　住宅約款19条は保険金支払後の保険契約につき規定す私
　普通火災はr残存保険金額主義」をとり，保険老が損害をてん補したときは，
その額を保険金額から控除した残額をもって損害時以後の保険期聞に対する保
険金額とする立場をとり（火災約款28I），かつその残額が保険金額の5分の1
未満となったときは契約は終了するとしている（同281I）。これに対して住宅火
災では長総，団地保険にならい，r保険金額自動復元方式」を採用したが，長
総と同様1回の事故につき保険金額の80劣相当額を支払ったときは，保険契約
は保険金支払の原因となった損害発生時に終了するというr80劣自動復元制」
とした。これは保険の目的が建物である場合，完全自動復元は採用できないと
の立場からであるが，いずれにしてもこの自動復元割の採用は，普通火災に比
べた場合の住宅火災のメリットといえよう。
　9　住宅約款は，火災約款中の以下の条項を削除した。4条，15条，16条，
17条，19条2項，23条，24条，25条，27条3項，29条。このうち4条は保険の
目的についての保険者の調査権と，理由なしにこの調査を拒んだ場合の制裁を
規定したものであるが，住宅火災では敢えてこの種の条項を必要とする事態は
考えられないとして削除された。23条はいわゆる現物てん補条項であるが，こ
れも従来から現物てん補がなされたことは殆んどなく，この際住宅火災ではこ
の制度を止めることにしたため削除された。24条は，保険金は保険証券と引換
に支払う等の規定であったが，これも特に約款に規定するまでもないというこ
とで削除された。25条はいわゆる評価約款であるが，これも対象が住宅であれ
ば，敢えてこの種の条項を必要とする事態は考えられないとして削除された。
27条3項は，保険老による罹災物件の調査を妨害した場合の失権を規定したも
のであるが，住宅火災ではかかる場合直ちに失権とはせず，住宅約款18条に従
い被保険著の妨害が止んで調査が終了すれば，その時点で保険金を支払うこと
とした。妥当な改正といえよう。
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注（1）現行ドイツ火災保険普通約款1条1項およびドイツ保険契約法82条参照。なおフ
　　ラソスの火災保＝険でも，往宅物件に関する限り，落雷．爆発，破裂の危険は無条件
　　で担保が与えられている（フラソス火保＝約款3条参照。拙著『火災保険研究』p－232
　　以下参照）。
　（2〕野津務『保険契約法論』PP・302－303，竹田省「火災保険と爆発」『法学論叢』3
　　巻2号pp．2仁25．
　（3）加藤由作「火災保険に於げる因果関係と海上保険における因果関係」『保険学雑
　　誌』389号P．9，同『火災保険契約論』p．32．
　（4）同説＝葛城照三「火災保険におげる相当因果関係説の適用一火災の際における
　　盗難，雨濡，倒壊等について一」『損害保険研究』22巻2号p・1以下，北沢宥勝
　　『火災保険普通保険約款論』pp．140＿141．
　（5）フラソス陸上保険法5条3項および9条2項は，保険契約期間に関する約款の規
　　定および保険契約の無効・失権を定めた約款規定は，他の規定よりも一層明瞭な文
　　字を用いて，他の部分からひときわ目立つように印刷されなげれぼならないと規定
　　L，これに反する場合には，これらの約款規定をもって被保険者に対抗することは
　　できないとされる（BesanCon，9novembre，1948；Civ．，16avril，1956）。なおフ
　　ラソスの学老リードマッタソ（Riedmatten）は，この種の命令（上述の1930年フラ
　　ソス陸上保険法5条3項，9条2項）は免責規定（exclusionderisque）や保険者
　　の責任を制隈した約款規定および解除約款讐にも拡大適用されるべきだと主張して
　　いる　（Riedmatten，L．de，Etude　explicative　des　conditions　g6n6rales　des
　　po11ces　d’assurance　lncendle，5・6d，1962，p9）ヵ㍉フラソスの判例・学説は拡
　　犬適用なしとの立場である（V．Picard，M．etBesson，A．，Les　ass1ユェancestefrestres
　　en　droit　frangais，2・6d．，1964，t．I，皿．55）。わたしは契約者保護の立場からリー
　　ドマヅタ：ノの主張する方向に賛成である。
　　　なおフラソス陸上保険法5条，9条はともに強行規定である。
　（6）フラソス陸上保険法43条（強行規定）「火災保険老は，反対の特約のある場合に
　　も，火災の際に生じた保険の目的の滅失もしくは喪失については，右の滅失もしく
　　ば喪失が盗難より生じたことを立証しない限り・これをてん補する責に任ずる。」
　（7）拙薯『火災保険研究』p．2坐参照。
　（8）スイス保険契約法63条2項（強行規定）「消防または避難に必要な処置により生
　　じた保険の目的の滅失，段損または紛失の損害は，火災にょって生じた損害と見傲
　　す。」
　（9）　ドイツ保険契約法83条1項3文「火災の場合に保険の目的が紛失したために生じ
　　た損害についても同様とする。」なおここに「同様とする」という意味は，保険老
　　にてん補責任があるということである。
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⑩　オーストリア保険契約法（1958年）83条1項3文は，上のドイツ保険契約法83
　条1項3文とまったく同じ規定である（das　gleiche　gi1t　von　einemSchaden，der
　dadurch　entsteht，dass　versicherte　Sachen　beim　Brand　abhande正1kommen．）。
⑪　大森忠夫「火災保険普通保険約款第2条第2項の解釈について」『法学論叢』68
　巻5・6号P．229参照。
⑫　みまき荘事件の高裁判決については，判例蒔報179号，p．21以下を，また最高裁
　判決については，民集工6巻7号P．1322以下を参照されたい。その他同事件の最高
　裁判決と上告理由の詳細を論じたものに，石田祐六「いわゆるみまき荘事件の最高裁
　判決とその解釈」『損害保険研究』24巻3号p．1以下がある。併せて参照されたい。
鴫　80％co－insuranceclauseについては，拙著『火災保険研究』PP．111－112を参
　照されたい。
⑭　岩崎良夫「火災保険料率」『損害保険実務講座5巻火災保険』p．232以下参照。
蝸　フランス法における危険増加通知義務の違反に対する制裁は・わが国のそれのよ
　うに苛烈なものではない。すなわちフラソスでは，危険増加通知義務の違反があっ
　た場合にも，制裁は原貝咀としててん補金を比例削滅（契約老が実際に支払った保険
　料額の，増加危険のもとで支払うべきであった保険料額に対する割合で）するにと
　どまり・わカミ国の約款のごとく，通知・承認嚢書請求を怠っている間に生じた損害
　は一切てん補しないというような苛酷な取扱いは，被保険著側がまさに悪意で，つ
　まり保険老を歎周する意思（1’intention　de　tr0㎜per「assureur）で通知や承認裏
　蕃請求を儒怠した場合にかぎられる。しかもこのような被保険者側の「悪意」の存
　在を証明する義務は保険者にあり，実際上かかる立証は至難のことゆえ，この種の
　厳しい制裁カミ課せられることはまず稀れだとのことである。
⑲　この保険の目的の譲渡をめぐっては，最近興味を呼ぶ二つの判例が出された。一
　つは盛岡地裁昭和45年2月13日判決・下級民集21巻12号p．314以下であり，いま
　一つは東京地裁昭和48年9月11目判決・判例時報725号p．71以下である。前老は
　家屋の譲渡について，後者は自動車の譲渡について，ともに保険者への通知を怠っ
　た場合の，新たな所有考たる譲受人のてん補請求権の右無をめぐる事件である。そ
　して前の盛岡地裁判決では，火災約款8条（危険増加通知約款）につき，「約款の
　条項は，商法（650条のこと一引用老注）の趣旨と大きくへだたり，保険者に右利
　にして保険契約者叉は被保険者に不利なこと甚だしいものがあ孔かかる約款の条
　項は，前示商法の規定趣旨並びに信義則，衡平の原則に照らし，そのまま是認する
　ことはできない」として，火災約款8条の危険増加通知条項は無効であると宣言し
　たのであ飢また後者の東京地裁も，自動車約款の危険増加通知条項たる「自動車
　保険普通保険約款3章一般条項」4条（旧3条）に関連して，被傑険自動車の新旧
　所有老がともに保険者への「譲渡」の通知を遅滞なくなさず，かつ事故発生まで承
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　認裏書を講求せず，したがって明らかな約款違反であるにも拘らず，一方商法650
　条をもとに，「被告車についての保険契約上の権利は同車の譲渡と同時にB　（譲受
　人のこと一引用者注）へ譲渡されたものと認めるのが相当である」としたうえ，さ
　らに譲渡の通知を怠った点については，元の所有考たるAが被告保＝険会杜の代理店
　（ディーラー代理店）であったことを理由に，A自体の通知義務違反の効果をBに
　及ぼすことはできないとの立場から，Bは約款所定の対抗要件を傭えなくても被告
　保険会杜に損害のてん補を請求できるとした。なお本件で問題となったのは当該自
　動車の所有老利益を担保する率雨保険ではなく，当該自動車の所有老の対人陪償責
　任保険（任意）であった点も見逃されてはならないであろう。さらにこの判決の結
　果真に利益をうげた者は，車の譲受人たるBというよりも，Bの過失のために死亡
　LたCの妻および子であったことである。この点への配慮が判決に徴妙な影響を与
　えたと考えられなくもない。詳細については，石田満「任意保険における通知義務」
　『損害保険双書』2巻（火災保険）P．141以下参照。
⑩通知事項である「保険の目的である建物または保険の目的を蚊容する建物の構造
　または用途を変更すること」（住宅約款8I②）のうち，用途の変更はまず問題は
　ないと考えられるが，建物の構造変更については，果して一切の構造変更が当然か
　つ無条件で「危険の著増」に当たるのカ㍉この点いささか疑問を持つ。というのは
　そもそも「危険の増加」として問題となるものは，危険発生の確率カ㍉保険者の負
　担額の増大か，そのいずれかにおいて，保険老の負担危険を薯しく増カロさせる種類
　のものでなければならないはずであ飢だとするとここにいう「構造の変更」にL
　ても，それは単なる改築や増築程度のものでは足りず，むしろ危険の著増とは無縁
　の，保険の目酌の同一性に関連する種類の構造変更が問題とされているのではない
　のであろうか。何故なら，単なる構造変更自体はそのまま直ちには危険の著増には
　結びつかないからである。これをもし，その構造変更を実施中の，建築工事関係者
　らが出入りする期間だげを危険の著増として捉えているというのであれば，それは
　それで納得がいくのであるが，わたくしにぱ約款の意図はどうもそのような趣旨で
　はなさそうに思われるのである。だとするとこの間題は，平家を二階家に改造する
　とか・木造家屋をコソクリート造りに改造するなどの，大カミかりな構造の変化を意
　殊し・それは最早や危険の増加の間題を超えた，保険の目的の同一性の喪失に近い
　問題が・ここでは敢えて危険の増カロの問題として取扱われているようにも考えられ
　るのである。この点ご教示に与れれば誠に幸いである。
⑱　このことは，「他保険の締緒」が危険の薯増に当たらぬことを，約款自体告白し
　た証拠だと考えることも可能であろう。いずれにしても重複保険にもならぬ他保1険
　の通知を通知事項としている火災約款8条と比べれば犬いなる改良であろう。ただ
　他保険の存在が依然告知事項とされていること（7皿但）はどのように考えたらよ
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　いのか。私見では，かくLていずれか一方の契約で告知事項として他保険の存在が
　把握されれば・てん補金の二重払い，過払いの恐れはないゆえに，敢えて批判の多
　い他保険の通知を危険増加通知事項からはずLたとも想像される。しかL他方，契
　約蒔に告知事項として他保険の存在を告知させることは，ただ単に損害時のてん補
　金の遇払い・二重払いの危険に備えるだげではなく，既存の他保険を告知させるこ
　とで，現に申し込まれている契約がその他保険との関係で既に趨遇保険にあるか否
　かを判断するための有カな材料を保険者に提供することとなる。その意味では他保
　険の告知は，単なる損害決済のためのものというよりも，保険者の危険評価にとり
　　「璽要た事実」の告知であるということができる。わたくしは，他保険の告知には，
　このような二重の意義があると解Lたい。すなわち一つは，保険着が当該保険契約
　を引き受けるか否かを判断するための有力な材料提供とたるとともに，他方損害時
　における過払い，二重払いの危険に備えるためのものでもあると。この点でもフラ
　ソスの火保約款はわれわれの注意を引㍍というのは7ラソスの火保約款も他保険
　を告知・通知事項とLてはいるが（8条），他保険の告知・通知を怠っても契約老に
　は何らの制裁も課せられない。これはたとえ他保険があっても，それが全体として
　超過保険を構成しないかぎり，直ちに危険を増加させるものではない点を考慮して
　の緩和措置だとも考えられる。他方フラソスの火保約款では，事故発生後に被保険
　者が他保険の存在を故意に隠蔽した揚合には，被保険者は被災物件全部につき一切
　のてん補請求権を喪失するという極めて厳しい制裁が課せられる（12V）。他保険の
　告知・通知を義務づけながら，その違反に対し何らの割裁も課さない点，事故後の
　他保険の申告を故意に怠った場合の厳しい制裁，ともにわれわれにとり犬いなる示
　唆を与えるものと考える。それゆえ，前述のごとく，他保険の告知が保険老の危険
　測定と無縁ではないとはいえ・合して趨過保険にもならない揚合の他保1険の不告知
　をとらえて保険老が約款7条（告知約款）を楯に契約を解除L，保険金の支払いを
　拒否するとすれぽ・それはまさに権利の濫用だといわれても仕方がたいであろ㌔
　その意味ではむしろ保険事故発生後にこそ，他保険の申告を被保険者に義務づける
　べきだと考える。
最後に読者の参考のため，住宅火災保険普通保険約款の全文を収録しておく。
住宅火災保険普通保険約款
　　　　　　　　　　　　　第1章　保険金の支払
（保険金を支払う場合）
第ユ条当会杜は，この約款に従い，次に掲げる事故によって保険の目的について生じ
　た損害（消防または避難に必要次処置によって保険の目的について生じた損害を含み
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　ます。以下同様とし童す。）に対して，保険金を支払います。
（1）火　災
　（2）落　雷
（3）破裂または爆発（気体または蒸気の急激底膨張による破裂または爆発をいいま
　　す。）
2　当会杜は，この約款に従い，前項の事故によって損害を受げた保険の目的の残存物
　の取片づげに必要な費用（敢りこわし費用，取片づけ清掃費用および搬出費用をいい
　ます。以下r残存物敢片づけ費用」といいます。）に対しても，保険金を支払います。
（保険金を支払わない場合）
第2条　当会杜は，次に掲げる事由によって生じた損害（残存物取片づげ費用を含みま
　す但以下同様とします。）に対しては，保険金を支払いませ仙
　（1）保険契約老，被保険老またはこれらの老の法定代理人（保険契約者または被保険
　　老が法人であるときは，その理事，取締役または法人の業務を執行するその他の機
　　関）の故意もしくは重大た過失または法令違反
　（2）被保険者でない老が保険金の全部または一部を受げ取るべき場合においては，そ
　　の者またはその者の法定代理人（その老が法人であるときは，その理事，敢締役ま
　　たは法人の業務を執行するその他の機関）の故意もしくは重大な遇失または法令違
　　反。ただし，他の者が受げ取るべき金額については除きます。
　（3）凍結による水道管または水管の破裂
　（4）前条第1項の事故の際における保険の目的の紛失または盗難
　（5）第2項第3号以外の放射線照射または放射能汚染
2　当会杜は，次に掲げる事由によって生じた損害（これらの事由によって発生した第
　工条の事故が延焼または拡大して生じた損害，および発生原因のいかんを問わず第ユ
　条の事故がこれらの事由によって延焼または拡大して生じた損害を含みます骨）に対
　しては，保険金を支払いません。
　（1）戦争，外国の武力行使，革命，政権奪敢，内乱，武装反乱その他これらに類似の
　　事変または暴動（群衆または多数の者の集団の行動によって，全国または一部の地
　　区において薯しく平穏が害され，治安維持上重犬な事態と認められる状態をいいま
　　す。）
　（2）地震もしくは噴火またはこれらによる津波
　（3）核燃料物質（便用済燃料を含みます。以下同様とします。）もしくは核燃料物質
　　に・よって汚染された物（原子核分裂生成物を含み童す。）の放射性，爆発性その他
　　の有害な特性またはこれらの特性による事故
3　当会杜は，保険期間が始まった後でも，保険料（第9条の規定による追加保険料を
　含みます。）領収前に生じた損害に対しては，保険金を支払いません竈
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（保険の目的の範囲）
第3条次に掲げる物は，保険証券に明記されていないときは，保険の目的に含まれま
　せん。
　（1）通貨，有価証券，印紙，切手その他これらに類する物
　（2）自動車（自動三輪車および自動二輸車を含み重す。）
　（3）門，へい，かきまたは物置，納屋その他の付属建物
　（4）貴金属，宝玉および宝石ならびに書画，骨とう，彫刻物その他の美術品
　（5）稿本，設計書，図案，証書，帳簿その他これらに類する物
2　建物を保険した場合には，被保険者の所有する畳，建具その他の従物ならびに電気，
　ガス，暖房，冷房その他の付属設備は，特約がないかぎり、保険の目的に含まれます。
3　家財を保険した場合には，被保険老と生計を共にする親族の所有物で保険証券記載
　の建物に収容されているものは，特約がないかぎり，保険の目的に含まれます。
（支払保険金の額）
第4条　当会杜が保険金を支払うべき第工条第1項の損害の額は，その損害が生じた地
　および時におげる保険契約の目的の価額（以下r保険価額」といいます。）によって
　定めます。
2　保険金額が保険価額の80劣に相当する額以上のときは，当会杜は，保険金額を隈度
　とし，前項の規定による損害の額を支払保険金の額として，その全額を支払い童す。
3　保険金額が保険価額の80％に相当する額より少ないときは，当会杜は，保険金額を
　隈度とし，次の算式によって算出した額を支払います。
　　第1項の規定による損害の額×　　保険金額　　　一支払保険金の額
　　　　　　　　　　　　　　　保険価額の80％相当額
4　当会杜は，前3項および第5条第1項の規定により算出した支払保険金の額に下記
　各号の割合を乗じた額の範囲内で，第1条第2項の残存物敢片づげ費用に対する保険
　金を，支払います。ただし，1回の事故につき，1構内ごとに30万円を限度とします。
　（1）建物については　　　　3％
　（2）家財については　　　　1％
5　前項の場合において，当会私は，前項の支払保険金の額と第1項から第3項までの
　規定により算出した保険金との合計額が保険金額をこえるときでも，支払います。
（他の保険契約がある場合の支払保険金の額）
第5条第1条第1項の損害に対して保険金を支払うべき他の保険契約がある場合にお
　いて，それぞれの保険契約につき他の保険契約がないものとして算出した支払責任額
　の合計額が損害の額をこえるときは，当会杜は，次の算式によって算出Lた額を支払
　います。
　　損害の額X　　　この保険契約の支払責任額　　　＝支払保険金の額
　　　　　　　それぞれの保険契約の支払責任額の合計額
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2　被保険者の所右する建物または家財について締結された他の住宅火災保険契約カミあ
　る場合において，それぞれの保険契約につき前条第4項本文によって算出した残存物
　取片づげ費用に対する保険金の合計額カミ，1回の事故につき，1溝内ごとに30万円ま
　たは残存物取片づけ費用（30万円以内の場合）をこえるときは，当会杜は，次の算式
　によって算出した額を支払います。
　　・・万円または残存物この保険契約につき前条第4躰文に
　　取片づげ費用（30万xよって算出した保険金　　　　　　一支払保険金の額
　　円以内の場合）　　それぞれの保険契約につき前条第4項
　　　　　　　　　　　本文によって算出した保険金の合計額
（包括Lて契約Lた場合の支払保険金の額）
第6条　1個の保険金額で2口以上の保険の目的を保険した場合には，各口の保険価額
　の割合によって保険金額をあん分し，そのあん分額をそれぞれの保険の目的に対する
保険金額とみなし，各別に第4条第2項および第3項ならびに前条第1項の規定を適
　用します。
　　　　　　　　　　　第2章告知義務・通知義務等
（告知義務）
第7条保険契約緒結の当時，保険契約老またはその代理人が，故意または重大な過失
　にょって，保険契約申込書の記載事項について，当会杜に，知っている事実を告げず
　または不実のことを告げたときは，当会杜は，保険契約を解除することができます。
　他人のために保険契約を締結する場合に，保険契約者またはその代理人が，自己に遇
　失があると否とを間わず，被保険者またはその代理人の故意または重大な過失によっ
　て，知っている事実を告げずまたは不実のことを告げるに至ったときも，また同様と
　Lます。
2　前項の規定は，次の場合には適用しません。
　（1）前項の告げ在かった事実または告げた不実のことがなくなったとき自
　（2）当会杜が保険契約締結の当時，その事実もしくは不実のことを知り，または過失
　　によってこれを知らなかったとき。
　〔3）保険契約者または被保険者が保険契約申込書の記載事項についての更正を当会社
　　に申L出て，当会杜がこれを承認したとき。
　（4）当会杜がその事実または不実のことを知ってから保険契約を解除しないで30日を
　　経遇したとき。
3　保1険契約申込書の記載事項中，第1項の告げなかった事実または告げた不実のこと
　が，当会杜の危険測定に関係のないものであった場合には，第1項の規定を適用しま
　せ㍍ただし，他の住宅火災保険契約その他火災危険を担保する保険契約に関する事
　項については，ごの限りでありません。
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4　損害が発生した後に第1項の解除が行なわれた場合でも，当会杜は，保険金を支払
　いません。もし，すでに保険金を支払っていたときは，当会杜は，その返還を請求す
　ることができます。この規定は，第10条の規定とはかかわりありません鉋
5　前項の規定は，損害が第1項の告げなかった事実または告げた不実のことに基づか
　ないことを保険契約老または被保1険者が証明Lたときは，適用Lません伺
（通知義務）
第8条保険契約締結後，次の事実が発生した場合には，保険契約者またば被保険者は，
　事実の発生がその責めに帰すべき事由によるときはあらかじめ，責めに帰すことので
　きない事由によるときはその発生を知った後，遅滞なく，その旨を当会杜に申し出て，
　保険証券に承認の裏書を請求したけれぱなりません。ただし，その事実がやんだ後は，
　この隈りでありません。
　（ユ）保険の目的を譲渡すること。
　（2）保険の目的である建物または保険の目的を収容する建物の構造または用途を変更
　　すること。
一（3）保険の目的を他の場所に移転すること。ただし，第1条第1項の事故を避げるた
　　めに，他に搬出した場合の5日間については，この隈りでありません。
2　前項の手続を怠った場合において，その事実カミ発生した時または保険契約者もしく
　は被保険者がその発生を知った時から当会杜が承認裏書請求書を受領するまでの間に
　損害が生じたときは，当会杜は，保険金を支払いません有
3　第1項の事実がある場合には，当会杜は，その事実について承認裏書誇求書を受領
　したと否とを問わず，保険契約を解除することができます。
（追加保険料）
第9条第7条第2項第3号または前条第1項の承認をする場合には，当会杜は，その
　定めるところに従い，追加保険料を請求することができます。
（保険契約解除の劾カ）
第10条保険契約の解除は，将来に向かってのみその効カを生じます。
（保険契約の無効）
第工1条　保険契約締結の当時，次の事実があったときは，保険契約は無劾とします。
　（1）他人のために保険契約を締結する場合において，保険契約者が，その旨を保険契
　　約申込書に明記しなかったとき直
　（2）保険契約者または被保険老が，保険の目的にすでに第1条第1項の損害が生じ，
　　またはその原因が発生していたことを知っていたとき。
（保険料の返還一契約の無効・失効の場合）
第12条保険契約の無効または失効が保険契約老または被保険老の責めに帰すべき事由
　によるときは，保険料を返還しません。
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2　保険契約の無効または失効が保険契約老または被保険老の責めに帰すことのできな
い事由によるときは，無効の場合には保険料の全額を返還し，失効の場合には未経過
期間に対し日割をもって計算した保険料を返還します。
3　保険期間が1年をこえる保険契約の無効または失効の場合には，当会杜がこれを知
　った目の属する契約年度に対する保険料については，前2項の規定によることとし，
　その後の年度に対する保険料は，その全額を返還します。
（保険料の返還一契約解除の場合）
第13条第8条第3項の規定により，当会杜が保険契約を解除したときは，領収した保
険料から既経過期間に対し当会杜の定める短期料率によって計算した保険料を差し引
　いて，残額を返還します。ただし，既経遇期問中当会杜が保険金を支払うべき損害が
　発生しなかった揚合に限ります。
2　保険契約の解除が保険契約者または被保険者の責めに帰すことのでき恋い事由によ
　るときは，未経過期問に対し日割をもって計算した保険料を返還します。
3　保険期間が1年をこえる保険契約の解除の場合には，その解除のあった目の属する
契約年度に対する保険料については，前2項の規定によることとし，その後の年度に
　対する保険料は，その全額を返還します。
第3章損害の発生
（損害発生の場合の手続）
第14条保険の目的について損害が生じたことを知ったときは，保険契約者または被保
　険者は，これを当会杜に遅滞なく通知し，かつ，損害見積割こ当会杜の要求するその
　他の書類を添えて，損害の発生を通知した日から30目以内に当会杜に提出Lなげれぱ
　なりません。
2　保険の目的について損害が生じたときは，当会杜は，事故が生じた建物もしくは構
　内を調査し，またはそれらに収容されていた被保険老の所有物の全都もしくは一部を
　調査し，類別しもしくは一時他に移転することができます。
3　保1険契約老または被保険者カミ，正当な理由がないのに第1項の規定に違反したとき
　または提出書類につき知っている事実を表示せずもLくは不実の表示をしたときは，
　当会杜は，保険金を支払いません。
（損害防止義務）
第15条　保険契約老および被保険者は，事故が生じたときは，損害の防止軽減に努めな
　けれぽなりません。もし，故意または重大た遇失によってこれを怠ったときは，損害
　の額から防止または軽減することができたと認められる額を差し引いた残額を損害の
　額とみなします。
2　当会杜は，前項の損害の防止または軽減に要した費用を負担Lません。
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（残　存　物）
第16条　当会杜が第1条第1項の損害に対して保険金を支払ったときは，保険の目的の
　残存物は，当会杜がこれを敢得する旨の意思を表示しないかぎり，被保険老の所有に
　属するものとします。
（代　位　権）
第17条保険契約老および被保険老は，当会杜が保険金を支払ったことによって取得す
　る第三者に対する権利の保全および行使ならびにそのために当会杜カミ必要とする証拠
　および書類の入手に揚力しなげれぽなりませ仙このために必要な費用は・当会杜の
　負担とします。
（保険金の支払時期）
第18条　当会杜は，保険契約老または被保険老が第14条の規定による手続をした日から
　30日以内に，保険金を支払います直ただし，当会杜カミ，この期間内に必要な調査を終
　えることができないときは，これを終えた後，遅滞たく，保険金を支払います。
（保険金支払後の保険契約）
第19条第4条第1項，第2項および第3項ならびに第5条第1項の規定に従って算出
　した支払保険金の額がそれぞれ1回の事故につき保険金額（ただし，保険価額を隈度
　とします。）の80％に相当する額をこえたときは，保険契約は，その保険金支払の原
　因となった損害の発生した時に終了します。
2　前項の場合を除き，当会杜が保険金を支払った場合においても，この保険契約の保
　険金額は，減額することはありません。
3　各別に保険金額を定めた保険の目的が2以上ある場合には，それぞれについて，前
　2項の規定を適用します。
　　　　　　　　　　　　　　第4章　そ　の　他
　（保険期間）
第20条　保険期間は，その初日の午後4時（保険証券にこれと異なる時刻が記載されて
　いるときはその蒔刻）に始まり，末目の午後4時に終ります。
　（保険契約の継続）
第21条保険契約の満了に際し，保険契約を継続しようとする場合に，保険契約申込書
　に記載Lた事項および保険証券に承認の裏書を受げた事項に変更があったときは，保
　険契約者は，これを当会杜に告げなけれぱなりません。この場合の告知こついては・
　第7条の規定を適用します。
　2　保険契約の継続の場合には，新たに保険証券を発行しないで・従前の保険証券と保
　険契約継続証とをもってこれに代えることができるものとします。
　3　第2条第3項の規定は，継続保険契約の保険料についても，これを適用します。
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（火災共済契約の取扱）
第22条　第5条第1項または第7条第3項の規定の適用については，中小企業等協同組
　合法に基づく火災共済協同組合との間に締結される火災共済契約ば，これを火災保険
　契約とみなします。
（準拠　法）
第23条　この約款に規定のない事項については，日本国の法令によることにします。
（1975110）
646
